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【第5次小郡市総合振興計画における成果指標】

【施策を実現するための主な事務事業とその状況】

①

②

①

②

①

②

①

② - - -

指標名 単位 H29実績

- - -

H29実績

実施計画掲載事業数 件 97

指標名 単位 H29実績

単位 H29実績

部落差別解消推進法や、小郡市部落差別撤廃・人権擁護に関す
る条例をより具現化するため、毎年度の人権教育・啓発基本計
画実施計画において施策実現に向けた事業を展開していく。

担当係

人権・同和対策係

人権・同和対策係

人権・同和対策係

施策の
進捗状
況・評
価

今後の
施策
展開

市
民
福
祉
部
長

施策の
進捗状
況・評
価

今後の
施策
展開

29年度は下岩田市民館大規模修繕工事を行い、バリアフリーに
配慮した施設とすることができた。こうしたハード面のみなら
ず、市民啓発をはじめとしたソフト事業も展開しており、29年
12月には第2次小郡市人権教育・啓発基本計画実施計画を策定す
るなどの成果をあげている。

461件

H32年度実績H29年度実績

600件

70件71件

10,511人

業務名

部落解放・人権政策確立要
求中央集会・各省交渉業務

P4064

P4062

施策
コード

55-①

54-②

54-①

1,250件

9,563人

15,345人

496件

隣保館係

隣保館係

人権・同和対策課

政策

H31年度実績基準値（H26）

53

H27年度実績 H30年度実績
成果指標
番号

人権・同和対策

45件

H28年度実績

市民一人ひとりの人権が
尊重される明るく住みよ
いまちづくりをめざしま
す。そのために、地域の
実態を的確に把握しなが
ら、市民啓発や同和地区
住民の教育、就労等の
課題解決に向けて、人
権・同和行政を総合的か
つ計画的に推進します。

施策コード

Ｐ4061

隣保館・集会所事業の充実

やさしさあふれる健康と福祉づくり

最終目標（H32）

1,300件

13,000人

施策の
進捗状
況・評
価

11,000人

今後の
施策
展開

施策

施策
内容

その他 Ｐ4069

Ｐ4063

Ｐ4064

6

4

人権確立のための「人権侵害の救済に関する法律」制定の促進

生活の安定と福祉の向上
人権教育啓発センターの充実

成果指標

人権相談の利用件数

人権教育啓発センター利用件数

人権教育啓発センター利用者数

51件

担当課

人権・同和対策課

人権・同和対策課

1,273件

12,726人

第２次小郡市人権教育・啓
発基本計画実施計画策定
業務

人権教育啓発センター管
理・運営業務【第5次計画指
標管理】

P4062

P4069

人権教育啓発センター市民
啓発業務

14,556人

平成29年度　福岡県小郡市施策評価シート

55-② 10,949人 9,824人

523件

1,102件

Ｐ4062

52件

16,499人

1,393件

課長

人権・同和対策課

人権・同和対策課

隣保館・集会所　利用件数

隣保館・集会所　利用者数

本市の人権教育・啓発推進の充実を図るため、その拠点施設である人権教
育啓発センターの管理・運営を行う。

保健福祉部 人権・同和対策課

業務の概要

人権・同和問題の本質的な課題は、当事者に対する人権侵害の解消を図る
とともに、人権侵害が発生しないような社会的意識を確立することである。し
かし、現行の体制では被害の簡易・迅速な救済という観点からなお十分なも
のとは言えない現状がある。「人権侵害の救済に関する法律」の早期制定に
向けて、積極的に国に働きかけるものである。

同和問題をはじめあらゆる人権問題の解決を目的とした市民啓発業務。
・公開講座の開催
・各種人権講演会への講師派遣、斡旋
・人権センター通信の発行

保健福祉部

人権・同和対策係

現状維持

あらゆる方が安心して利用できるように、維持管理を的確に行う
こと。
施設の利用増に向けて関係機関・団体と連携を取るとともに、
積極的にＰＲを行うこと。ホームページを充実させ情報提供を
行っていくこと。

成果指標

部長
成果指標

指標名 単位
平成28年度に策定した第２次小郡市人権教育・啓発基本計画に基づき、基
本計画を具体化させた実施計画を新たに策定する。実施計画は毎年度更新
していくため、進捗管理と新規策定を毎年実施する。各課から提出された事
業を精査し、事業の統廃合や調整を行い、掲載事業を決定し、重要な事業
については選択事業としてとりまとめる。

保健福祉部 人権・同和対策課 人権・同和対策係

改善・効率
化

市民意識調査や生活実態等調査の課題解決を踏まえた実施
計画を作成すること。

現状維持
庁内の関係部署等が開催する人権講演会については、年度
当初に連携して開催時期やテーマについて調整すること。

部長

保健福祉部 人権・同和対策課 人権・同和対策係

成果指標 人権センター公開講座参加者数 人 467

人権・同和対策課 人権・同和対策係

現状維持
部落差別解消推進法の内容について市民への周知を図るこ
と。

部長
成果指標

指標名

要請・交渉回数 2

平成29年度指示内容

部名 課名 係名 ] 指示内容 決定権者

投入コスト（千円） H29年度決算

国支出 0

県支出 16,382

事
業
費

（
財
源
内
訳

） 合計（千円） 52,514

地方債 0

その他 111

一般財源 36,021

担当部署

※本施策の推進にかかった全事務事業の事業費合計額を表示して
います。

585件
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【施策を実現するための主な事務事業とその状況】

業務名
施策
コード

業務の概要
平成29年度指示内容

部名 課名 係名 ] 指示内容 決定権者

担当部署

①

②

①

②

①

②

①

②

指標名 単位 H29実績

隣保館・集会所 利用者数【第5次計画指標】 人 10,511

指標名 単位 H29実績

隣保館・集会所 利用件数【第5次計画指標】

単位 H29実績

改修完了箇所 箇所 7

事業費 円 6,657,120

- - -

- - -

指標名 単位 H29実績

P4063
隣保館・集会所管理、運営
事業【第5次計画指標管理】

P4061 広報・啓発活動事業

P4063
下岩田市民館大規模修繕
工事

P4062
人権相談業務【第5次計画
指標管理】

課長
地域社会全体の中で福祉の向上や人権啓発のための住民交流の拠点とな
る開かれたコミュニティセンターとして運営を総合的に行う。
また、住民の方が利用しやすい施設の管理・維持を行う。

保健福祉部 人権・同和対策課 隣保館係

現状維持

地域に開かれたコミュニティセンターとして、福祉と人権のまち
づくりの地域の拠点施設として、利用者の増加を図るため、事
業内容の改善を行っていくこと。特に、少子高齢化が進む中、
高齢者に配慮した事業や各館における講座等の開催について
しっかり取り組むこと。
また、安心して利用してもらえるよう維持管理を適切に行うこと。

成果指標 件 1,273

課長
成果指標

人権・同和問題講演会参加者数 人

同和問題をはじめあらゆる人権問題の解決を目的とした地域に根ざした啓
発・広報業務。
・人権・同和問題講演会の開催
・アニメ啓発映写会の開催
・行政区との共催による人権・同和問題講演会
・ふれあい公園イベントでの人権啓発
・よあけ、なのはなの発行

保健福祉部 人権・同和対策課 隣保館係

現状維持

部落差別解消推進法を踏まえながら的確に啓発を実施してい
くこと。周辺啓発事業の開催については、近隣行政区や関係
機関と連携しながら、一度も参加したことのない地域住民の方
に参加してもらえるよう、開催形態やテーマ等を検討すること。
また開催時期やテーマについては、人権センターとも協議して
一時期に集中しないように調整すること。「よあけ」や「なのは
な」については、人権・同和教育課や人権センターとも協議しな
がら作成を行うこと。

299

下岩田市民館の老朽化に伴い、不具合が生じている箇所の修繕を行う。ま
た、トイレについては洋式化、手摺り設置、段差解消等を行いすべての利用
者の利便性の向上を図る。

保健福祉部 人権・同和対策課 隣保館係

成果指標

指標名

人権相談に的確に対応できるように、職員の研修をしっかりと
行うこと。
人権相談の実施について的確に記録を残すこと。
人権相談を実施していることを積極的にＰＲすること。

課長

終期設定 平成29年度限りの事業である。 課長

現状維持
人権教育啓発センター職員による広く市民を対象とした人権相談業務を実
施（随時開催）。

保健福祉部 人権・同和対策課 人権・同和対策係

成果指標
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